
条 例

〇北海道緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例……（雇用労政課） １７
規 則

〇北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を
定める規則の一部を改正する規則………………………………………（建設部総務課） １７

告 示

〇農地保有合理化事業の実施に関する規程の変更承認……………………（農業経営課） １７
〇土地改良区の定款の変更の認可………………………………………（農業施設管理課） １８
〇土地改良区が管理する土地改良施設に係る管理規程の認可………（農業施設管理課） １８
〇道営土地改良事業変更計画の決定……………………………………（農業施設管理課） １８
〇土地改良法による道営換地計画の決定………………………………（農業施設管理課） １８
〇知事権限に係る保安林の指定……………………………………………………（治山課） １８
〇知事権限に係る保安林の指定の解除の予定（２件）…………………………（治山課） １８
〇知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定…………………………（治山課） １９
〇知事権限に係る保安林の指定施業要件の変更…………………………………（治山課） １９
〇農林水産大臣権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予定………………（治山課） １９
〇森林法による通知に代える公示…………………………………………………（治山課） ２０
〇道路の供用の開始…………………………………………………………………（道路課） ２０
〇河川区域の廃止等により生じた廃川敷地等……………………………………（河川課） ２１
〇河川区域の指定の一部改正………………………………………………………（河川課） ２１
〇河川予定地の指定の一部改正……………………………………………………（河川課） ２１
〇都市計画の変更の決定………………………………………………………（都市計画課） ２１
〇都市計画事業の認可…………………………………………………………（都市環境課） ２１
〇都市計画事業の事業計画の変更の認可……………………………………（都市環境課） ２２

道監査委員公表

〇監査公表第１８号………………………………………………………………………………… ２２
〇監査公表第１９号………………………………………………………………………………… ２２

条 例

北海道緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例をここに公布

する。

平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第６９号

北海道緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

北海道緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成２１年北海道条例第６号）の一

部を次のように改正する。

附則第２項中「平成２４年３月３１日」を「平成２５年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

規 則

北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定め

る規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道規則第７２号

北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を

定める規則の一部を改正する規則

北海道建設部の事務処理の特例に関する条例に基づき市町村が処理する事務の範囲を定め

る規則（平成１２年北海道規則第９３号）の一部を次のように改正する。

第２条の表６の項中「別表第１の１２の項�」を「別表第１の１２の項�」に改める。
附 則

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

告 示

北海道告示第７９７号

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第８条第１項の規定により、財団法人北

海道農業開発公社から申請のあった農地保有合理化事業の実施に関する規程の変更を次のと

おり承認した。

発行 北 海 道
編集 総務部人事局
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平成２２年１２月１７日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ 農地保有合理化法人の名称 財団法人北海道農業開発公社
２ 変 更 の 内 容 農地法等の改正に伴う変更等
３ 承 認 年 月 日 平成２２年１２月９日

北海道告示第７９８号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、平成２２年１１月２日、狩
場利別土地改良区の定款の変更を認可した。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第７９９号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第１項の規定により、次の土地改良施設
に係る管理規程を認可した。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
土 地 改 良 区 名 土地改良施設名 管 理 規 程 の 概 要
狩場利別土地改良区 馬場川頭首工 維持、操作その他管理について必要な事項を定めている。
同 神丘第４頭首工 同
同 種 川 頭 首 工 同
同 金原第１頭首工 同

北海道告示第８００号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、道営土地改良（斜
里地区畑地帯総合整備［担い手支援型］（農業用用排水施設、区画整理、暗きょ排水、土層
改良））事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、北海道オホーツク総合振興局に備え置いて、平成２２年１２月２１日から２０日
間、一般の縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第８０１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８９条の２第１項の規定により、新篠津村達布中央
地区の換地計画を定めた。

その関係書類は、北海道石狩振興局に備え置いて、平成２２年１２月２１日から２０日間、一般の
縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第８０２号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 保安林の所在場所 函館市日浦町２３３、２３６
� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。

２� 保安林の所在場所 茅部郡鹿部町字大岩１１０の４
� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立木の伐採の方法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を北海道渡島総合振興局産業振興部林務課並
びに函館市役所及び鹿部町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８０３号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第１項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２２年１２月１７日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 伊達市東有珠町２４０の２２（次の図に示す部分に限る。）、

２４０の６１
２ 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
３ 解 除 の 理 由 指定理由の消滅
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道胆振総合振興局産業振興部林務課及び伊達市
役所に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８０４号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 北斗市湯ノ沢１４７の１９から１４７の２３まで
２ 保安林として指定された目的 水源のかん養
３ 解 除 の 理 由 鉄道用地とするため

北海道告示第８０５号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 指定施業要件変更予定保安林 寿都郡黒松内町（次の図に示す部分に限る。）
の所在場所

２ 保安林として指定された目的 霧害の防備
３ 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐に係る伐採種は、定めない。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志総合振
興局産業振興部林務課及び黒松内町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８０６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件の変更に係る保 虻田郡ニセコ町（次の図に示す部分に限る。）

安林の所在場所
� 保安林として指定された目的 干害の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
ニセコ町（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

２� 指定施業要件の変更に係る保 虻田郡真狩村（次の図に示す部分に限る。）
安林の所在場所

� 保安林として指定された目的 公衆の保健
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道後志総合振
興局産業振興部林務課及び関係町村役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８０７号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２２年１２月１７日
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北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林 寿都郡黒松内町（次の図に示す部分に限る。）

の所在場所
� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
黒松内町（次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林 天塩郡天塩町・遠別町（以上２町について次の図に
の所在場所 示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第８０８号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の２の規定によ
る保安林の指定施業要件の変更の予定の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第
１８９条の規定により、その通知の内容を関係町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成
２２年北海道告示第６６９号のとおりである。

平成２２年１２月１７日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 所在が不分明な者
積丹郡積丹町大字婦美町２８５の１、２８５の３、２８６の１から２８６の４まで所在の森林につ

いて所有権を有する 王子不動産株式会社
積丹郡積丹町大字婦美町字大沢２８１の６所在の森林について所有権を有する

株式会社山利皮革、株式会社佐野
積丹郡積丹町大字婦美町字大沢２８１の８から２８１の１２まで所在の森林について所有権を
有する 太平洋興産株式会社
積丹郡積丹町大字婦美町字大沢２８２の２所在の森林について所有権を有する

佐 藤 孝 志
積丹郡積丹町大字婦美町字大沢２８２の４所在の森林について所有権を有する

株式会社加藤産業
積丹郡積丹町大字婦美町字大沢２８２の６所在の森林について所有権を有する

株式会社東京建材
� 掲示場所 積丹町役場
２� 所在が不分明な者

岩内郡共和町ワイス１２５９の２、１２６０の２所在の森林について所有権を有する
株式会社ソフトハウス

� 掲示場所 共和町役場

北海道告示第８０９号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び次の縦覧場所に備え置いて、告示の日か
ら２週間、一般の縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
路線名及び縦覧場所 供 用 開 始 の 区 間 供用の開始の期日
道道 小 � 港 線 小�市勝納町１番９地先から同市勝納町１番１４地 平成２２．１２．２０
北海道後志総合振興局 先まで 午後１１時
小 � 建 設 管 理 部
道道 函 館 上 磯 線 函館市西桔梗町８４８番４地先から同市西桔梗町２４６ 平成２２．１２．１７
北海道渡島総合振興局 番７３地先まで
函 館 建 設 管 理 部
道道 函 館 恵 山 線 函館市日和山町１番１地先から同市日和山町１番 同
北海道渡島総合振興局 １地先まで
函 館 建 設 管 理 部
道道 釧路鶴居弟子屈線 阿寒郡鶴居村字雪裡原野北五線東１１番５地先から 平成２２．１２．２４
北海道釧路総合振興局 同郡鶴居村字雪裡原野北七線東８番３地先まで 午前１０時
釧 路 建 設 管 理 部

２０北 海 道 公 報 第����号平成２２年１２月１７日（金曜日）



北海道告示第８１０号

河川区域の廃止により廃川敷地等が生じたので、河川法施行令（昭和４０年政令第１４号）第
４９条の規定により、次のとおり告示する。
その関係図面は、北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 河 川 の 名 称 一級河川沙流川水系貫気別川
２ 廃川敷地等が生じた年月日 平成２２年１２月１７日
３ 廃 川 敷 地 等 の 位 置 （右岸）沙流郡平取町字貫気別２２２番２地先から同２２４番

１１地先まで、同２２４番１４地先から同２２６番５地先まで、同
２３１番１地先、同２７３番９地先から同２７４番２地先まで、同
２７４番８地先から同２７６番６地先まで及び２８３番１７地先まで

４ 廃川敷地等の種類及び数量 土地 ８７，９４４．０５

北海道告示第８１１号

昭和５６年北海道告示第６４９号（河川区域の指定）の一部を次のように改正する。その関係
図面は北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
表の１一級河川沙流川水系貫気別川の項図面の欄中「第１号図」を「第１号図の２、第２
号図の２、第３号図の２及び第４号図」に改める。

北海道告示第８１２号

昭和５６年北海道告示第６５０号（河川予定地の指定）の一部を次のように改正する。その関
係図面は北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供する。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
表の１一級河川沙流川水系貫気別川の項図面の欄中「第１号図」を「第１号図の２、第２
号図の２、第３号図の２及び第４号図」に改める。

北海道告示第８１３号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて、一般の縦覧
に供する。

平成２２年１２月１７日
北海道知事 高 橋 はるみ

１ �別都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

２ 紋別都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

３ 八雲都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

４ 江差都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

５ 岩内都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

６ 遠軽都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

７ 池田都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

８ 足寄都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針に係る事項
都市計画の種類 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

９ 紋別都市計画臨港地区に係る事項
� 都 市 計 画 の 種 類 臨港地区
� 都市計画を定めた土地の区域
追加した土地の区域
紋別市港町３丁目及び港町４丁目の各一部
（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

北海道告示第８１４号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第５９条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
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業を認可した。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 施 行 者 の 名 称 札幌市
� 都市計画事業の種類及び名称 札幌圏都市計画道路事業（３・４・１４号米里・行啓

通）
� 事 業 施 行 期 間 平成２２年１２月１７日から平成２６年３月３１日まで
� 事 業 地 （ 使 用 の 部 分 ） 札幌市白石区中央３条３丁目、中央３条４丁目、北

郷１条１丁目、北郷２条１丁目、菊水元町１条５丁目
及び菊水元町２条５丁目地内

２� 施 行 者 の 名 称 札幌市
� 都市計画事業の種類及び名称 札幌圏都市計画道路事業（３・４・１５号福住・桑園

通）
� 事 業 施 行 期 間 平成２２年１２月１７日から平成２５年３月３１日まで
� 事 業 地 （ 使 用 の 部 分 ） 札幌市豊平区平岸１条２１丁目、平岸１条２２丁目、中

の島１条１３丁目及び中の島１条１４丁目地内
３� 施 行 者 の 名 称 札幌市
� 都市計画事業の種類及び名称 札幌圏都市計画道路事業（３・４・１８７号ほしみ駅

前通）
� 事 業 施 行 期 間 平成２２年１２月１７日から平成２６年３月３１日まで
� 事 業 地 （ 使 用 の 部 分 ） 札幌市手稲区星置１条８丁目、星置１条９丁目、星

置２条９丁目及び手稲星置地内
４� 施 行 者 の 名 称 札幌市
� 都市計画事業の種類及び名称 札幌圏都市計画道路事業（３・１・１１６号茨戸・福

移通）
� 事 業 施 行 期 間 平成２２年１２月１７日から平成２６年３月３１日まで
� 事 業 地 （ 使 用 の 部 分 ） 札幌市北区東茨戸１条３丁目、篠路町篠路及び東茨

戸地内

北海道告示第８１５号

都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６３条第１項の規定により、次のとおり都市計画事
業の事業計画の変更を認可した。
平成２２年１２月１７日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 施 行 者 の 名 称 音更町

２ 都市計画事業の種類及び名称 帯広圏都市計画道路事業（３・４・１２９号開進通）
３ 事 業 施 行 期 間 平成２０年５月２３日から平成２５年３月３１日まで
４ 事 業 地 （ 収 用 の 部 分 ） 変更なし

道 監 査 委 員 公 表

監査公表第１８号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第５項の規定により行った平成２２年度に係る
随時監査（地方機関等）の結果を次のとおり公表する。
（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道
総務部人事局法制文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除
く。）の行政情報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供する。）
平成２２年１２月１７日

北海道監査委員 沢 岡 信 広
北海道監査委員 喜 多 龍 一
北海道監査委員 坂 本 人 士
北海道監査委員 太 田 博

監査公表第１９号

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３７第１項の規定により、包括外部監査人が
行った平成２０年度及び平成２１年度の包括外部監査の結果に基づき講じた措置について、同法
第２５２条の３８第６項の規定により、知事から措置を講じた旨の通知があったので、次のとお
り公表する。
（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道
総務部人事局法制文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除
く。）の行政情報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供する。）
平成２２年１２月１７日

北海道監査委員 沢 岡 信 広
北海道監査委員 喜 多 龍 一
北海道監査委員 坂 本 人 士
北海道監査委員 太 田 博
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